
様式第１号（第４条関係）

１■施策の概要
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２■施策の担当課による評価結果　　　　　 

平成18年度

　
平成19年度

平成20年度

平成21年度

平成22年度

平成23年度

平成24年度

平成25年度

平成26年度

平成27年度

１４，６００（人）

　保健福祉「健康で安心して暮らせるふれあい・支えあいのまちづくり」

　社会保障

１－５総合計画に
おける基本成果指
標

達成率(％)

１－１施策の名称

１－２担当

１－３総合計画に
おける施策の体系

１－４施策の目的

９８．５（％）

福祉医療

１３，８００（人）　医療費助成受給者数

課長　原田　昇

実績値（単位）目標値（単位）
指標の定義

　医療費の助成を受ける件数の状況を表す指標

　助成制度を広報及びホームページに掲載し周知に努めた。

１３，５９５（人）

Ａ

　不妊治療を行っている夫婦に対して経済的な支援を行うことにより、少子化対策を充実させる。

前期（平成１８年度～平成２２年度） 全期間（平成２３年度～平成２７年度）
達成率(％)

平成２２年度評価
（前期の成果）

平成２７年度評価
（全期間の成果）

目標値（単位） 実績値（単位）

２―３―１　

総合評価

評価票作成者

基本施策コード

担当課評価

Ａ

〃
　4月からの市独自の助成が、7月から県補助も加わり担当者にはかな
り複雑となった。滞りなく導入ができた。

　健康で安心して生活できるようまた、安心して医療が受
けられるよう医療費助成の要望が高まっている。

　近年の出生率の低下が今後の市の発展を左右する重要な問題であ
り、一人でも多くの子どもが健康で育てられるよう、側面から不妊治
療への助成が必要である。

今後の環境変化を踏まえた課題認識 既存事業の構成や優先順位の考え方、新規事業の必要性の考え方 施策の担当課としての単年度の取り組みの自己評価

施策評価票番号 24

基本成果指標名

健康福祉部 医療健康課

　広報等でのPR効果があらわれ、着実に利用者が増加している。

〃
　助成制度を広報及びホームページに掲載し周知に努めた。

　将来の電子申請に対応できる事務の簡素化を検討する必
要がある。

評価の内容

〃

〃

　新たな医療費助成として不妊治療の助成を19年度実施に向け検討
し、助成の為の要綱等整備した。

　愛知県が補助をすることとなり、今後はこの制度が広く
周知されることとなり、件数も増加すると思われる。

● 施策評価の判定基準

Ａ ： 施策の目的を効果的に達成しているので継続する

Ｂ ： 施策推進の実施手法等に改善の必要がある



３■参考情報

番号
担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価 実績値

担当課
評価

担当課
判断

優先順位
総合評価

1 Ａ 1 Ａ Ａ 1 Ａ 38（件） Ａ 1 Ａ

2

3

4

5

6

7

8

9

10

事務事業名称 成果指標と最終目標値(単位) 実績値

　平成２２年度施策を構成する事務事業の評価情報 　平成２０年度 　平成２1年度

不妊治療療等助成金交付事業 不妊治療助成件数　３０（件） 38（件）

実績値

35（件）


